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▲ホームページ 

 
 生産緑地制度は、市街化区域内の農地の計
画的な保全を図るために設けられた制度です。 
 平成30年4月1日施行の改正生産緑地法に
より、生産緑地を保全する新たな仕組みとして、
特定生産緑地制度が創設されました。 
 生産緑地は指定してから30年が経過する日
(申出基準日)以降、市に対して買取申出ができ
ますが、申出基準日前に、特定生産緑地に指定
を受けると、買取申出ができる時期が10年延期
されます。その後は、さらに10年の延期を繰り返
すことができます。 
 市内の生産緑地は、令和4年11月以降、順
次申出基準日を迎えます。 
 市は、申出基準日前の一定期間に所有者から
の申請を受け付け、生産緑地を特定生産緑地
に指定します。 

•固定資産税および都市計画税は、引き続き農
地課税となります 

•次の相続時点で、相続税の納税猶予を受けて
営農を継続するか、買い取り申出をするかの選
択ができます 

•次世代の方が、一定のルールに基づき第三者に農地
を貸しても、相続税の納税猶予が継続します 

•10年毎の更新制のため、10年毎に継続可否
を判断できます 

•固定資産税および都市計画税が、段階的にほ
ぼ宅地並み課税まで上昇します 

•次の相続で、相続税の納税猶予を受けられません 
•生産緑地に指定されてから30年経過後は、特
定生産緑地に指定できません 

編集後記   
 

 
 
 
 
 
  
 
 
 令和２年11月23日に実施した農業後継者育
成セミナー。コロナ禍にあって万全の対策を講じて開
催しました。農業後継者の重要な関心事である
「相続」にスポットを当て、講師の落語を交えなが
ら、多摩市の農業者に特化した講演内容で、来場
者の関心を集めていました。 

 令和2年11月27日、市役所で意見交換会を開
催しました。普段は落ち着いて話す機会が少ない
農業者の皆さんの忌憚(きたん)のないご意見を、委
員会として頂戴し、今後の多摩市の農業を発展さ
せていくための極めて有益で貴重な時間となりました。 


